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研究成果の概要（和文）：e-Legislation(電子立法)の方法論の研究とこれに基づく支援システムの提供を行った。そ
の結果として、条例・規則(＝例規)のデータベース・システムを開発・提供し、全国の約半数の自治体で利用されるよ
うになった。これによって自治体の立法作業に役立つことができた。このデータベースは我が国で初めての大規模な例
規データベースであり、実際にその統計情報なども発表して、例規を定量分析できる学問的基盤を与えることにもなっ
た。このシステムにはスーパーコンピュータを利用した例規分類機能や立法作業の支援機能も装備されている。さらに
、この研究過程で法政策の形式的記述方法や定義条項の執筆方法論も提案した。

研究成果の概要（英文）：We studied the methodology of e-Legislation and provided our legislative 
supporting system based on it. As a result, we have developed and provided a database system of 
regulations, and is used in about half of the municipalities in Japan. Thereby, the system can now 
support the legislative work in the municipalities. This database is the first large-scale regulations 
database in Japan, and provides the academic base that can quantitatively analyze the regulations. The 
statistics information of the regulations was reported actually. This system has also a function for 
classifying the regulations by utilizing a supercomputer. Furthermore, we have also proposed a 
computational description method of policies and a manual description method of definition provisions of 
laws.
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１． 研究開始当初の背景 
地方分権化や行政の効率化を進める中で、
「法制執務」と呼ばれる、法令や自治体の条
例・規則(以下「例規」)を作成する自治体職
員の業務に費やされる労力は大きな負担で
ある。しかしながら、その業務は経験的なノ
ウハウの蓄積によって進められており、理論
的に体系化されてはおらず、学問的な拠り所
もわずかである。従来、このような立法過程
に関する学問的対象としては、条文の記述や
法令作りのワークフローの面ではなく、政策
設計に関わる部分が中心であった。法制執務
に関わる作業については、研究業績と言うよ
りも経験に基づくマニュアル的な文献がほ
とんどである(石毛正純『法制執務詳解』等)。
その中で、立法事実の集め方、合意形成のた
めの法政策説明技法、条文構成方法、条文表
記方法に関するノウハウが中心であるが、前
２者の記述は少なく、後２者は詳細な記述は
あるが、情報科学的には、体系的技術と言え
るものではなく、現場ではアドホックで複雑
な人手による作業となっている。そこで、立
法過程のうち、法制執務に関わるプロセスを
対象に「工学的」な方法論を与えることを目
指すことを考えた。特に、法制執務で行われ
ていることの本質が「情報処理」であること
に着目して、法情報学として、情報科学的な
対象化や定量化を目指したいと考えた。 
  以上のような着想は、研究調書作成以前に
既に全国の 23 団体の自治体や経済産業省の
方々からのヒアリングによって得た要望か
ら生まれた。また、法情報学の教育現場から
も着想を得ていた。従来、法学部の教育では、
法律の書き方についての技能教育や、そもそ
もルールを作ることの一般的な方法論の教
育などは行われていなかった。そこで、これ
らの教育のための法学部科目を設計し、法情
報学の一環として、約 10 年間実施したが、
その経験からもその授業の中で具体化した
問題やその解決法および開発したツールを
学問的にまとめたいと考えた。 
  このような背景の下、近年、本研究代表は
e-Legislation(電子化法制執務)を提唱してき
た。この「電子化」は、単にワープロやデー
タベース、あるいはネットワークを用いるこ
とではなく、法令の数理的な取り扱いや知識
構造自体の情報科学的な対象化など「方法論
も含む深いレベルまでの電子化」を目指すも
のである。本課題はこれを推し進めるもので
もある。 
  最後に、国内・国外での研究の位置づけに
ついて記す。国内では、例規の改廃などのメ
ンテナンスのための商用のシステムは存在
するが、広く e-Legislation を扱った報告は
本研究代表者のみである。また、JAISTの「法
令工学」のプロジェクトの中では、条文の計
算論的な取扱いの研究があるが、それらは既
存条文の解釈の研究であり、条文作りを直接
目指す本研究とは異なる。一方、国外では、
韓国の法制執務システムが先進的であるが、

学術的な発表はなく、2010 年より韓国政府
を訪問し調査を進めているが、法令のメンテ
ナンスのための機能が中心のようであった。
また、タスマニア州政府でも既に 1990 年代
から EnAct という法制執務システムが開
発・運用されているが、これもメンテナンス
が対象である。いずれも法制執務の方法論化
まではなされていない状況であった。 
 
２． 研究の目的 
先に述べた背景の下、提案時の研究調書沿
って、次の各項目を達成することが目的であ
った。 
(1)法制執務のための高度な支援ツールのプ
ロトタイプを提供し、そのフィードバック情
報の蓄積による分析結果を活かす。これらツ
ールは、立法事実収集支援、合意形成支援、
政策構造の知識ベース化、条文作成自動化を
目指すものである。このために最低 50 の自
治体との協力関係を築く。 
(2)Web 公開されている全自治体の公開中の
全例規を集めてデータベースを構築し、各自
治体の様々な属性も付して、検索システムと
ともに提供する。最初の 1年で構築・提供し、
その後、フィードバックを得て検証を進める。 
(3)ベンチマーキング用の比較表を自動作成
できるシステムを提供する。 
(4)スーパーコンピュータを用いて、(2)の全例
規の中から類似性を算出し、膨大な量(当初の
見積もりでは最低 54TB 必要)のインデック
スを作成する。これらは我が国の例規の状況
を示す統計データとしても報告する。 
 
３．研究の方法 
研究目的の各項目に対応させて、提案時の
計画調書に沿って実施した。具体的には次の
通りの方法であった。 
(1)支援ツールの研究は、まず可能な部分から
開発し、自治体や中央省庁へ提供して、協力
関係を深めるとともに、提供先の自治体への
訪問も行い、そのフィードバックを得て改良
を進めるスパイラル方式で行った。研究開始
当初に比較・参考のために法令作成の IT 化
の進んだ韓国の状況も調査・報告した。 
(2)例規データベースについては、まず例規収
集を行い、その後、開発・提供した。例規は
各自治体から公開されている Web ページよ
り収集し、名古屋大学から提案された DTD
に基づいてすべて XML 整形して蓄積した。
全自治体 1789団体中、1607団体の例規をこ
のような形式に変換・蓄積したが、自治体ご
とに例規データの置き方や形式が異なるた
めに多くの労力を費やした。全自治体に ID
とパスワードを発行し、明示的に利用する旨
の意思表示を得られるようにした。最終年度
には全国の議会事務局にも ID とパスワード
を発行し、地方議会議員の方々の利用にも便
を図った。講習会なども行って普及に努めた。 
(3)ベンチマーク表の自動作成システムも上
記例規データベースと並行して開発を進め、



自治体に提供した。その際にベンチマーキン
グを提唱されている行政法学者から助言を
受けたり、協力自治体の職員からのヒアリン
グも行ったりすることで設計や改良を行っ
た。 
(4)スーパーコンピュータを用いた例規類似
度計算は、例規データベースで参照されるイ
ンデックス情報を作成することと等価ので、
初年度に行い、その後は、毎年の更新時と統
計的分析時に行った。これは本例規データベ
ースシステムにも自動分類機能の中で反映
させた。 
 
４．研究成果 
研究目的の中で記した(1)～(4)に対応して、
以下のような研究成果を得ることができた。
なお、これらは何らかの形でその成果が eLe
n 条例データベースシステムに組み込まれて
提供されている。 
(1)条例データベースのユーザとしてだけで
はなく、ヒアリングなどで特に協力を得られ
た自治体数は 53 団体となった。そのヒアリ
ングの結果をまとめて報告している[論文②]。
研究開始当初には、参考や比較のために韓国
の法政執務支援システムについて、現地の
「法政処」という日本の内閣法制局に当たる
(権限や機能は日本より大きい)機関へ赴き、
調査を行った。この結果もまとめて我が国初
の研究報告をした[論文⑩]。なお、実践の場
で利用するには至らなかったが、自治体から
のフィードバックを得て、政策作成ツールに
不可欠な政策知識記述の方式についても、研
究報告を行った[論文①]。以上のような e-Le
gislation システムの仕様や構想についての
研究報告も行っている[論文⑤]。これらの報
告の中では、次の①～⑤のような提案や分析
を行った。 
 
 
 
 
 
図１：ソフトウェア開と立法過程の類似性 

 
①ソフトウェア開発プロセスとの類似性の
前提 
本研究課題申請時点で、既に、立法プロ
セスとソフトウェア開発プロセスの類
似性については指摘しており(図１参照)、
本研究では、基本的にこの類似性を前提
にしている。 
②落水型と類推型の 2 つの開発方式への着
目 
ソフトウェア開発においては、「落水型」
の開発方式と「非落水型」の開発方式が
あり、要求分析から段階的に詳細化する
落水型と、既存のソフトウェアを利用し
たり、要求や外部仕様から直ちにプログ
ラミングしたりする非落水型の方式が
ある。これは、立法過程でも同様であり、

①で図示した類似性は、この落水型の方
式との類似性に着目したものであるが、
実は立法作業でも非落水型に対応する
ものもある。簡単な規則やひな形のある
ような例規を作成する際には、そのよう
な非落水型の作業が行われ、多くは、既
存の例規やひな形の参照によって行わ
れている。これは本研究では、「類推型」
と名付けて、落水型と区別している。類
推型をサポートすることを主要な目的
として、(3)で述べるような機能も eLen
に装備させている。なお、落水型と類推
型は組合せて用いられることが多い。 

  ③法廷における立証との類似性への着目 
立法事実と政策目標の論理関係と事実
と要件との論理関係が同じであること
に着目して、従来の法廷弁論のためのサ
ポートツールの流用を提案した。「立法
事実」とは、ある政策がなぜ必要なのか、
その根拠となる証拠としての事実のこ
とである。この立法事実から論理的に政
策目標が導き出せなければ、その政策は
意義を失うことになる。この立法事実か
ら政策目標を導く活動は、法廷で証拠や
証言などの具体的事実から法律要件が
成立していることを立証する弁論活動
と同様の論理的な道筋で行われる。そこ
で、法廷弁論の流れを Web 掲示板上で
シミュレートする研究代表者らの既存
システムをそのまま「証拠・証言」を「立
法事実」に、「法律要件」を「政策目標」
に置き換えるだけで、流用できることが
分かった。 

  ④政策構造の知識表現化 
全国の自治体においてポピュラーな施
設の設置に関する条例を基に、実際に知
識表現化を行い、報告した。 

  ⑤グループウェアの利用 
ヒアリングを細かく行ってみると、実は、
構造的に議論できるツリー構造のスレ
ッド型 Web 掲示板のようなものがあれ
ばよく、さらに、添付機能によって様々
な資料を付加できるようなものであれ
ば良いことが分かった。そこで、③同様
に、従来の法廷弁論のためのサポートシ
ステムの流用を提案・試作した。 

  この他、e－Legislation支援ツールとして
は、法令を扱うツールの要望もあった。そこ
で中央省庁や自治体職員からの実際の要望
に基づき、法令の検索結果の文脈表示(＝KW
IC 表示)ができるシステムも提供した。これ
は、政府職員にも提供する e－Legislation支
援システムとしても想定したものである。 
(2)全国自治体向けの例規データベースを構
築・提供した。本研究課題の中心的成果であ
る。このデータベースは、規則も含む条例デ
ータベース「eLen」と命名されて公開された。
全国の約9割の自治体(1607自治体)の公開例
規をすべて収集し、XML 形式に加工して、
データベース化したものである。最終的には



約 100 万例規を蓄積し、2012 年末より公開
を始めている。ただし、サーバ負荷の問題に
より、全自治体を対象にアカウントを発行し
て提供した。本研究課題終了後も運営を継続
中である。なお、明示的に利用する旨の意思
表示を得ている自治体は全国の約半数の 770
団体に達しており、日々増えている。月あた
りの平均ログイン回数は 915回である。自治
体の例規作成に関わる職員だけでなく、法科
大学院の授業や議員の政策立案の勉強会で
も利用されたり、法情報学研究者や国立図書
館職員の協力者などへも提供されたりして
おり、法情報学的見地からも社会貢献を進め
ていると言える。マスコミ報道も多数あった。
この eLen の実際の画面例を図２及び図３に
示す。国際会議(JURIX2014、ポーランド)で
は、このシステムの英語版も発表した(図４参
照)。ただし、英語版システムでは、例規デー
タ自体の英語版がデモ用に準備したわずか
のものしかないため、公開は行っていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２：eLenのメイン画面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３：eLenの条例本文画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４：英語版 eLenのメイン画面 

 
(3)ベンチマーク表の自動作成システムを提

供した(図 5参照)。これは(2)の eLen条例デ
ータベースシステムに装備させて提供した
ものである。自治体職員へ向けて、ベンチー
マーキング手法を提案している行政法学者
にも研究会へ参加して頂き、利用者のフィー
ドバックも得て、改良も行った。行政法学者
による自治体職員への研修の中でも、実際に
ベンチマーキングを行う際のツールとして
何度か紹介して頂いており、それによって新
たな利用自治体も増えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５：eLenのベンチマーク画面 

 
(4)収集した例規を用いた一般的な統計処理
の結果とスーパーコンピュータを用いた類
似度計算結果の概要を示しておく。調査対象
は 2013年 7月に収集した全国自治体の例規
データであり、調査対象自治体数は 1,606団
体(日本の自治体総数は 1,789 団体)であった
このデータについて一般的な統計処理を行
ったところ、総例規数 982,796件(うち、条例
329,395件、規則・要綱 653,401件)、総条文
数 12,293,062条、全角換算文字総数 1,968,4
77,732字であった。条文数の最大の例規は 6
60 条から成るもので(埼玉県吉川市の「吉川
市介護福祉総合条例施行規則」)、平均は 11
条であった。なお、約 9 割の例規が 20 条以
内で構成されている。条文に関しては、文字
数の最大のものは 1つの条文で 186,204文字
から成るものがあり、平均は 160文字であっ
た。また市町村の例規数の平均は約 600程度
である。本研究課題では、例規の類似度を計
算しておき、その情報に基づいて eLen の自
動分類機能の中で活用しているが、その類似
度に基づく例規のグルーピングについても
報告している。実際に自動分類に用いている
グルーピングは、グループに所属するメンバ
が他のグループに所属するような重複を認
めたものであり、類似度は条文の語の並びの
編集距離で 3割以下の書き換えで済むような
条文が 7割以上重なっている例規同士を類似
とみなしたものである。このグルーピングで
は、グループ内のメンバ数が 3以上 100以下
のグループが約 20 万件検出されていて、メ
ンバ数 3以上の全グループの約 9割を占める。
いずれにしても、類似例規が相当数あること
は確認されたため、類推型の立法支援方式も
有効性が高いと考えられる。なお、以上につ
いても報告を行っている[論文④]。このよう
な大規模な統計や類似度の計算は我が国初
であった。 
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